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制度は一九九四年一二月に制定された環境影響評価法に基づく。事業者から環境影響説明書・報告書を受け取り審査する機関はプロジェクトを監督する官庁ではなく環境保護署であり、 保護署に事実上の拒否権がある。 委員会の委員の三分の二 学識経験者から選ぶことや、周辺住民の意見を専門家に代弁させる権利 明記したこと等、環境影響評価法は制定時から周辺住民や環境運動 意見
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